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平成 26年 2月 5日 

各  位 

  会 社 名：株 式 会 社  大   京 

代 表 者 名：代 表 執 行 役 社 長  山口  陽 

コード番号：8840          東証第１部 

問い合わせ先：執行役グループ経営企画部長 宮川公之介 

TEL：03-3475-3802 

 

 

連結子会社間の合併に関するお知らせ 

 

 

 当社の連結子会社である株式会社アペックス和光（以下「アペックス和光」）と、同じく当社の連結子会社

であるオリックス・エンジニアリング株式会社（以下「オリックス・エンジニアリング」）は、平成 26 年 4

月 1日を効力発生日（予定日）として合併（吸収合併）することになりましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

なお、本合併は、連結子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

 

記 

 

 

１．合併の目的  

 

ストック事業の拡大を図っている当社グループでは、その柱の１つとなる工事事業の収益力と安定基盤

の強化に努めており、当社の連結子会社であるオリックス・ファシリティーズ株式会社（以下「オリック

ス・ファシリティーズ」）が、電気設備工事を中心に、計装工事・空調衛生設備工事などの工事事業を主

力事業とするアペックス和光を平成 25年 3月 29日に株式交換により子会社化しました。 

アペックス和光が、電気設備工事などの工事事業を主力事業とし、主に東日本を営業エリアに事業展開

している一方、オリックス・エンジニアリングは、建築工事、建築設備工事設計・施工を主力事業とし、

主に西日本を営業エリアとして事業展開をしています。 

 

今回の合併により、建築設備工事設計・施工と電気設備工事施工事業を統合のうえ、一貫した受注・工

事施工体制を構築し、サービス・品質の向上を図ること、ならびにそれぞれが強みとする東日本および西

日本の営業エリアを補完することで工事事業のさらなる成長を目指してまいります。 

また、管理部門の集約による効率化及び意思決定のスピード化により、経営基盤・体制の強化が図れる

などのシナジー効果が期待できます。 

 

２．合併の要旨 

 

 

（１）合併の日程 

合併契約書締結     平成 26年 2月 5日（水）    （合併当事会社） 

    合併契約承認株主総会  平成 26年 3月下旬予定     （合併当事会社） 

    合併期日（効力発生日） 平成 26年 4月 1日（火）（予定） 

 

（２）合併の方式 

      アペックス和光を合併存続会社とし、オリックス・エンジニアリングを消滅会社とする吸収合併を

行います。 
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（３）合併に係る割当ての内容 

    オリックス・エンジニアリングの普通株式 1株に対して、アペックス和光の普通株式 279.75株を割

当て交付します。 

    なお、合併交付金の支払いの予定はありません。 

 

 

３．合併当事会社の概要（平成 25年 3月 31日現在） 

(1) 商     号 
株式会社アペックス和光 

（存続会社） 

オリックス・エンジニアリング株式会社 

（消滅会社） 

(2) 所 在 地 
東京都渋谷区千駄ヶ谷 5-25-5 

代々木大京ビル 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 5-25-5 

代々木大京ビル 
(3) 代 表 者 代表取締役社長 寺林 進 代表取締役社長 松﨑 勉 

(4) 事 業 内 容 
電気設備工事、計装工事、 

空調衛生設備工事等 

建築工事、建築設備工事設計・施工等 

(5) 資 本 金 300百万円 20百万円 
(6) 設 立 年 月 日 昭和 26年 1月 31日 昭和 49年 11月 26日 
(7) 発行済株式数 3,877,199株 8,250株 
(8) 決 算 期 3月 31日 3月 31日 
(9) 総 資 産 3,973百万円 1,405百万円 
(10) 売 上 高 4,625百万円 2,423百万円 

(11) 株 主 
オリックス・ファシリティーズ株式会社  98% 

株式会社大京アステージ                1% 

株式会社グランドアメニティ             1% 

オリックス・ファシリティーズ株式会社 100% 

 

 

４．合併後の状況 

 

（１） 合併後の存続会社の状況 

合併存続会社であるアペックス和光は、合併期日をもって商号をオリックス・エンジニアリング

株式会社に変更します。また、代表者が変更される予定です。 

なお、本店所在地、資本金および決算期の変動はありません。 

 

（２） 今後の見通し 

連結子会社間の吸収合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

 

以 上 

 


